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経営分離後の

並行在来線のあり方について

平成１９年６月２日

富山県総合交通政策課

吉田 秀之
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１ 公共交通を取り巻く環境

・車社会の進展 ・都市の拡大 ・少子高齢化の進行

社会的背景

交通への影響

・公共交通の衰退 ・自動車交通への過度の依存

諸問題の発生

・交通事故の増加 ・環境問題 ・中心市街地の衰退

２ 公共交通の利用の現状

（１）乗車人員の推移

・鉄軌道 平⑦４，４７９万人→平⑰３，２２６万人(７２％）

（内訳）

・ＪＲ ２，７６４万人→２，０９９万人（７６％）

・地鉄鉄道 ９８９万人→ ６４８万人（６５％）

・地鉄軌道 ５８６万人→ ３６６万人（６２％）

・万葉線 １４０万人→ １１３万人（８１％）

・バ ス 平⑦２，０７７万人→平⑰１，０６０万人(５１％）

乗車人員の推移（平成７年度＝１００）
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（２）利用交通手段の実態

平１２ 平２ 昭５５

• 総数 ５７８，１２４人 (100 100 100)

• 徒歩だけ ３３，５５０人 ( 6 ← 9 ← 13)

• 鉄道電車だけ １６，９１７人 ( 3 ← 4 ← 7)

• 乗合バスだけ ８，１３５人 ( 1 ← 3 ← 7)

• 自家用車だけ ４１６，３５９人 (72 ← 59 ← 42)

（各年度の構成比）

○利用交通手段別 通勤・通学者数の推移（15歳以上）
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利用交通手段の実態
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昭和５５年 平成２年 平成１２年

７２％

・財政的支援
・ノーマイカー運動

マイカー通勤・通学者の約１／４の人が、

毎月２回（１ヶ月の勤務・通学日数を２１日）、

ノーマイカー運動を実践すると・・・・・

（４１６，３５９人×１／４）×月２日／２１日＝９，９１３人

⇒約１万人の通勤・通学者に相当

公共交通への効果

燃費と二酸化炭素排出量のデータとして〔１０・１５モード燃費(km/L)=１３．０、

排出ガス：ＣＯ２排出量(g/km)=１７９ｇ〕、１人当たり通勤距離２０ｋｍ（往復）

として試算 ： （416,359人×1/4）×月２回×12月×20ｋｍ×179ｇ＝９千トン

※県内運輸部門ＣＯ２排出量：２，１０４千トン（2000年度）

⇒県内の運輸部門のＣＯ２排出量の０．４３％を削減

地球環境への効果

試 算

３ 並行在来線とは・・・

～新幹線が走ることにより優等列車が移る線区～

（旧運輸省見解）

・昭和３９年 東海道新幹線が開業 「新幹線」⇔「在来線」

・昭和４５年 全国新幹線鉄道整備法

・昭和４８年 オイルショック

（北陸新幹線等５線の整備計画決定→着工見合わせ）

・昭和６２年 国鉄分割民営化（ＪＲ各社が発足）

→ 新幹線と在来線の双方経営は困難

・平成２年１２月２４日 政府・与党申し合わせ

→ 並行在来線は、開業時にＪＲの経営から分離する

ことを認可前に確認する。

４ 富山県並行在来線対策協議会

・平成１２年１２月 政府・与党申し合せ

→長野・富山間をフル規格整備

（平成１３年 上越・富山間が認可(4月)・着工(5月)）

・平成１６年１２月 政府・与党申し合わせ

→長野・金沢車両基地間で一体的に平成２６年度末の

完成を目指す（フル規格）

（平成１７年 富山・金沢間が認可(4月)・着工(6月)）

・平成１７年７月 富山県並行在来線対策協議会を設立

→経営のあり方を検討

５ 開業に向けた準備・取り組み

①平成１７年度 旅客流動調査（ＯＤ調査）

②平成１８年度 将来需要予測調査

③平成１９年度 収支予測調査

～経営計画の策定、運営会社の設立、鉄道事業の許可～

平成２６年度 北陸新幹線の完成（開業）

①平成１７年度 旅客流動調査

・調査日 平成１７年１１月１５日（火）

・調査結果の分析（ＯＤパターンの特徴）

合計輸送人員 ４９，５７６人

普通列車
36,721人
(74%)

特急列車
12,855人
(26%)

0% 50% 100%

○普通・特急の別
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○移動範囲の別（全列車） 合計輸送人員 ４９，５７６人

県内相互
31,680人
(64%)

石川方面
12,127
(25%)

うち金沢
4,646
(9%)

新潟方面
2,881
(6%)

通過
2,888
(6%)

0% 50% 100%

○移動範囲の別（普通） 合計輸送人員 ３６，７２1人

県内相互
30,521人
(83%)

石川方面
5,693
(16%)

うち金沢
2,983
(8%)

新潟方面
483
(1%)

通過, 24

0% 50% 100%

○移動範囲の別（特急） 合計輸送人員 １２，８５５人

県内相互
1,159
(9%)

石川方面
6,434
(50%)

うち金沢
1,663
(13%)

新潟方面
2,398
(19%)

通過
2,864
(22%)

0% 50% 100%

５ 開業に向けた準備・取り組み

①平成１７年度 旅客流動調査（ＯＤ調査）

②平成１８年度 将来需要予測調査

③平成１９年度 収支予測調査

済

②平成１８年度 将来需要予測調査

１日のＯＤ調査
（H１7.11.15）

平⑰年間平均のＯＤ表

開業時以降のＯＤ表
(H26,27,37,47,57年）

調 整

将来の
乗車習慣

×

将来の
駅勢圏人口

・新幹線開業
・新駅の設置
・運賃の改定

需要の変動要因

○開業時（Ｈ２６）の駅間通過人員（新幹線転移後、運賃改定なし）
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上から、定期外、通学定期、通勤定期
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○輸送密度の推計（開業（Ｈ２６）～開業３１年後（Ｈ５７））
※新幹線転移後・運賃改定有り
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５ 開業に向けた準備・取り組み

①平成１７年度 旅客流動調査（ＯＤ調査）

②平成１８年度 将来需要予測調査

③平成１９年度 収支予測調査

済

済

③平成１９年度 収支予測調査〔調査項目〕

○収支予測のための検討

・県内区間の現状把握（旅客、貨物）、先行事例整理

・鉄道資産及び施設整備計画の検討

・要員、経費の検討

○長期収支分析

・運賃、収入の検討

・経費の検討

・収支試算及び分析

○支援方策及び利用促進方策等の検討

６ 利用してもらうには・・・・

駅周辺の開発

アクセスの向上 ＩＣカード、企画乗車券

広告、宣伝、イベント

利便性の向上
（ダイヤ、スピードなど）

自動車利用の見直し
商店街とのタイアップ

公共交通（並行在来線）は、
県民一人ひとりの力で支えましょう

ご清聴ありがとうございました。


